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２-３ 現状及び将来見通しにおける都市構造上の課題の分析 

 

（1）人口密度低下、高齢者の分散居住に伴う問題の整理 

一般に、都市における人口減少・人口密度の低下と、高齢者居住の低密度化・分散化により、

次のような問題が生じることが懸念されている。 

・人口密度が低くなると、生活サービスなどにかかる住民一人あたりの行政コストが増大する。 

・拡散した市街地のままで人口が減少し居住が低密度化すれば、一定の人口密度に支えられて

きた医療・福祉・子育て支援・商業等の生活サービスの提供が将来困難になりかねない。 

・自動車利用を前提とした郊外への居住の分散化の結果、年齢を重ねて自動車を運転できなく

なったときに、代替する移動手段としての公共交通が身近にない場合には、高齢者の外出が

困難になり、社会と隔絶した言わば「ひきこもり」状態を招きやすく、高齢者の健康で快適

な生活が維持できなくなる恐れが高まる。 

・自動車による個別輸送によりカバーしようとすると、移動距離が長くなり、環境・エネルギ

ー負荷が高まる。 

・空き家が目に見えない形で増大し、地域の防犯・防災性を損なう恐れがある。 

・コミュニティが損なわれて近隣住民のきずなが失われ、特に災害時の互助・助け合いが期待

できなくなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２- 60 市町村の人口密度と行政コスト 

 

 

 

出典：都市構造の評価に

関するハンドブック 

人口密度が小さいほど行政コス

トは増大する関係にある 

八幡浜中心部 

5.5 千人／k ㎡（2010） 

   ↓ 

2.8 千人／ｋ㎡（2040） 

副中心（保内町宮内） 

2.7 千人／k ㎡（2010） 

   ↓ 

1.5 千人／ｋ㎡（2040） 

注：八幡浜市の値は現在

の趨勢による町字別推計 
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（2）災害等に対する安全性 

都市中心周辺は、程度の差はあるものの、ほぼすべての地域が浸水想定区域に該当する。 

土砂災害警戒区域に当たる地区では人口減少傾向が大きいが、高齢者人口は増加している箇

所もある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２- 61 ハザード区域と人口増減分布との関係図（2010→2040） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２- 62 ハザード区域と高齢者人口増減分布との関係図（2010→2040） 

資料：国勢調査及び

国土数値情報、 
愛媛県洪水浸水

想定区域図 

資料：国勢調査及び

国土数値情報、 
愛媛県洪水浸水

想定区域図 
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図 ２- 63 ハザード区域と 50ｍメッシュ人口増減（2010→2040）《旧八幡浜》 

 2010 年から 2040 年までの人口増減に土砂災害および千丈川の浸水区域のハザード情報を重ねてみると、土砂災害警戒区域と浸水想定区域に該当する

地域では人口減少が多いものの、人口が増加しているメッシュも見受けられる。土砂災害特別警戒区域は居住誘導区域に含めるべきではないが、建築規

制がかからない土砂災害警戒区域や浸水想定区域は、それだけでは居住を誘導することが適当でないとは判断できない。 

資料：国勢調査及び国土数値情報 

愛媛県洪水浸水想定区域図 
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図 ２- 64 ハザード区域と 50ｍメッシュ人口増減（2010→2040）《旧保内》 

 副中心地域についても、2010 年から 2040 年までの人口増減に土砂災害ハザード

情報を重ねてみると、土砂災害警戒区域に該当する地域では人口減少が多いもの

の、人口が増加しているメッシュも見受けられる。土砂災害特別警戒区域は居住誘

導区域に含めるべきではないが、建築規制がかからない土砂災害警戒区域は、それ

だけでは居住を誘導することが適当でないとは判断できない。 

資料：国勢調査及び国土数値情報 
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（3）公共交通の利便性、持続可能性 

バス路線沿線地域の人口密度が減少することにより、路線バスにとっての市場が大きく縮減

することになり、既に低水準であるサービス水準がさらに低下し、事業者の撤退の恐れも高ま

る。住民主体の新たな公共交通の運行の導入と支援など、政策的なテコ入れの必要性が高まる

とみられる。 

 

【2010 年】                   【2040 年】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２- 65  現況公共交通網及び人口密度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 バス路線沿線地域の人口の減少が著しく、公共交通の維持確保のための対策が必要になる。 
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図 ２- 66  現況公共交通網及び 50ｍメッシュ人口増減（2010 年→2040 年）《旧八幡浜》 

 2010 年から 2040 年までの人口増減と現況の公共交通網を対比してみると、都市中心地域全体で人口の減少が明らかで、市民の生活サービス施設への

アクセスを支える公共交通の利用者の減少に通じることになり、公共交通の維持確保が困難になり、さらに市民の移動が困難になる負のスパイラルに陥

る恐れがある。コンパクトシティの実現に適切な公共交通の維持確保対策が求められる。 
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図 ２- 67  現況公共交通網及び 50ｍメッシュ人口増減（2010 年→2040 年）《旧保内》 

 2010 年から 2040 年までの人口増減をみると、副中心地域

についてもバス路線沿線における人口の減少傾向が明らか

で、市民の移動に不可欠の公共交通の維持確保が困難にな

ることが予想される。 
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２-４ 都市構造評価指標の整理と全国値との比較 

コンパクトな都市構造を目指すうえで、現況及び将来の都市構造を数値的に評価する手法を

整理した「都市構造の評価に関するハンドブック」（平成 26 年 8 月国土交通省都市局都市計画

課）が示されている。 

このハンドブックを参考に、八幡浜市における都市構造評価指標を整理し、全国平均値およ

び地方都市圏のうち人口 10 万人以下の規模の都市の平均値との比率を求め、レーダーチャート

で表した。（注：ハンドブックでは偏差値による整理手法が示されているが、全国値に関する標

準偏差が不明のため、ここでは公表されている平均値との比率によりレーダーチャートを作成

した。） 

■八幡浜市の都市構造評価指標の現況値の整理 

表 ２-1 現況の都市構造評価指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・医療・福祉・商業の各生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率が平均より低く、各サービス

を合わせた日常生活サービスの徒歩圏充足率が低い。各サービスの徒歩圏の人口分布が少な

く、徒歩圏外に相対的に多数人口が分布していることによると思われる。公共交通の徒歩圏

人口カバー率は平均並みであるが、各生活サービス施設の利用圏人口密度が低いことから

も、人口分布が散漫で、コンパクトシティを目指すうえでは課題が多いことがわかる。 
・高齢者の徒歩圏における医療機関の存在や、高齢者福祉施設の人口カバー率は全国平均並み

である。保育所の徒歩圏人口カバー率も同様である。しかし、公園の分布は平均を下回り、

交通事故危険度も高いと言える。 
・空き家（その他の住宅）率が高く、対応の必要性が高いと思われる。 
・小売商業床効率も平均より下回っている。 
・全国平均より良好な要素は、歩道整備率や最寄緊急避難場所までの平均距離、従業者一人あ

たり第三次産業売上高、市民一人あたり自動車 CO2 排出量である。 
・財政的には歳入歳出とも平均を下回り、人口減少のために縮小均衡を余儀なくされているこ

とが推察される。 

備考

平均値 平均値 全国 地方都市圏 （指標向上のために望ましい施策）

1 日常生活サービスの徒歩圏充足率 ＋ ％ 43 - 10 0.232 0.232
以下の全てのサービス・交通を徒歩圏で享受できる
地域の居住促進

2 生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率（医療） ＋ ％ 84 - 74 0.876 0.876 医療施設のサービス圏内への居住促進

3 生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率（福祉） ＋ ％ 79 - 70 0.887 0.887 福祉施設のサービス圏内への居住促進

4 生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率（商業） ＋ ％ 75 - 61 0.817 0.817 商業施設のサービス圏内への居住促進

5 基幹的公共交通路線の徒歩圏人口カバー率 ＋ ％ 55 - 53 0.968 0.968 駅・路線バスのバス停の徒歩圏への居住促進

7 生活サービス施設の利用圏平均人口密度（医療） ＋ 人/ha 39 - 15 0.389 0.389 人口密度の高い地域での医療施設の立地促進

8 生活サービス施設の利用圏平均人口密度（福祉） ＋ 人/ha 38 - 14 0.373 0.373 人口密度の高い地域での福祉施設の立地促進

9 生活サービス施設の利用圏平均人口密度（商業） ＋ 人/ha 42 - 19 0.449 0.449 人口密度の高い地域での商業施設の立地促進

12 公共交通沿線地域の人口密度 ＋ 人/ha 35 - 16 0.459 0.459 人口密度の高い地域での公共交通サービス実施

15 高齢者徒歩圏に医療機関がない住宅の割合 － ％ 58 66 56 1.043 1.156
500ｍ以内に医療機関がある地域の住宅立地・居住
促進

16 高齢者福祉施設の1㎞圏域高齢人口カバー率 ＋ ％ 72 - 73 1.009 1.009
「地域包括ケアシステム」の日常生活圏域内への高
齢者の居住を促進

17 保育所の徒歩圏０～５歳人口カバー率 ＋ ％ 74 - 73 0.982 0.982 子育て世帯の保育所800ｍ圏への居住促進

20 歩道整備率 ＋ ％ 48 44 62 1.294 1.419 歩道や歩行者専用道路等の歩行環境の整備・充実

21 高齢者徒歩圏に公園がない住宅の割合 － ％ 53 58 85 0.383 0.528
居住誘導区域内の公園整備と、その500ｍ圏内の住
宅立地促進

24 市民一万人あたりの交通事故死亡者数 － 人 0.50 0.63 0.78 0.432 0.767 交通死亡事故の削減

26 最寄り緊急避難場所までの平均距離 － m 681 723 260 1.618 1.640 緊急避難場所の設置とその近傍への居住促進

市街地荒廃化
の抑制

30 空き家率 － ％ 6 7 14 -0.372 0.053 空き家の再活用または除却

31 従業者一人当たり第三次産業売上高 ＋ 百万円 9 8.4 11.0 1.194 1.307 第三次産業の生産性の向上

33
都市全域の小売商業床面積あたりの売上高
（小売商業床効率）

＋ 万円/㎡ 80 - 49.6 0.617 0.617 小売売上高・床効率の向上

37 市民一人当たりの歳出額 － 千円 628 728 540 1.140 1.258
公共施設配置・ごみ収集等サービス範囲の適正化等
による行政経費の削減

38 財政力指数 ＋ － 0.49 0.38 0.34 0.694 0.887 税収の確保または財政支出の削減

安定的な税収
の確保 40 市民一人当たり税収額（個人市民税・固定資産税） ＋ 千円 115 102.30 85 0.737 0.830 税収の確保

⑥

エ

ネ

ル

ギ
ー

／

低

酸

素

運輸部門の省
エネ・低炭素
化

41 市民一人当たりの自動車ＣＯ₂排出量 －
ｔ-CO2/

年
1.11 1.28 0.93 1.170 1.278

都市機能配置の適正化及び公共交通利用促進によ
る自動車交通量の削減

 注：「評価の方法」欄は、大きい方が望ましい指標を「＋」、小さい方が望ましい指標を「－」で表している。　　地方都市圏の平均値が得られていない指標は、地方都市圏欄も全国平均値との比率を表示している。

　　「平均値との比率」欄は、評価の方法の＋－に従い、平均との優劣を緑（優）～赤（劣）の色分けで示している。

④
地
域
経

済
サービス産業
の活性化

⑤
行
政
運
営

都市経営の効
率化

②
健
康
・
福
祉

都市生活の利
便性向上

歩きやすい環
境の形成

③
安
全
・
安

心

市街地の安全
性の確保

単位
全国

地方都市圏
（10万人以下）評価の

方向

平均値との比率

①
生
活
利
便
性

居住機能の適
切な誘導

都市機能の適
正配置

NO 評価指標
八幡浜市

の
値



 88

0.000

0.200

0.400

0.600

0.800

1.000

1.200

1.400

1.600

1.800

日常生活サービスの徒歩圏充足率

生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率（医療）

生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率（福祉）

生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率（商業）

基幹的公共交通路線の徒歩圏人口カバー率

生活サービス施設の利用圏平均人口密度（医

療）

生活サービス施設の利用圏平均人口密度（福

祉）

生活サービス施設の利用圏平均人口密度（商

業）

公共交通沿線地域の人口密度

高齢者徒歩圏に医療機関がない住宅の割合

高齢者福祉施設の1㎞圏域高齢人口カバー率

保育所の徒歩圏０～５歳人口カバー率歩道整備率

高齢者徒歩圏に公園がない住宅の割合

市民一万人あたりの交通事故死亡者数

最寄り緊急避難場所までの平均距離

空き家率

従業者一人当たり第三次産業売上高

都市全域の小売商業床面積あたりの売上高

（小売商業床効率）

市民一人当たりの歳出額

財政力指数

市民一人当たり税収額（個人市民税・固定資産

税）

市民一人当たりの自動車ＣＯ₂排出量

八幡浜市の現況都市構造評価

人口10万人以下の都市との比較
八幡浜市 地方都市圏平均

①生活利便性

③安全・安心 ②健康・福祉
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図 ２- 68  八幡浜市の現況都市構造評価 
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２-５ 都市構造上の課題の整理 

前項までで整理した現状及び将来見通しにおける都市構造上の課題を整理すると次のとおり

である。 

 

【人口動向と見通し】 

○高度成長期以降、一貫して総人口は減少し、少子化・高齢化が顕著である。2040 年には高

齢化率が 50%近くに達すると見込まれている。 

○中心市街地において人口減少と高齢化が顕著である一方、市街地外縁部で人口が微増。人口

集中地区は拡大し一層低密度化を招く恐れがある。 

○就業構造では第二次産業従業者の減少が大きく、全国平均と比較して、農林漁業のほか、電

気ガス水道業、複合サービス業に特化している。 

○都市中心・副中心地区で、著しい人口密度の低下が見込まれている。 

○都市中心地区で高齢者人口は減少するが、総人口の減少が著しく、高齢化率は高まる箇所が

多い。副中心地区でも高齢化率は高まり、特に外縁部の用途地域外で高齢化が顕著である。 

→総人口及び高齢人口の減少に伴い、医療、福祉、商業、公共交通等の各種生活機能が市場性

の低下により成立しなくなり、市民生活を支える機能が低下する懸念が高まる。 

【土地利用】 

○昭和 51 年から平成 21 年にかけて、建物用地が拡大している。みかん畑その他の農用地は概

ね健在だが、この 30 年余りで水田で代表される土地利用のメッシュはほとんど失われた。 

○近年の人口減少傾向にもかかわらず、なお一定の郊外開発圧力が見受けられる。 

→人口分布や建物立地が広く薄く広がることにより、道路の維持管理、上下水道やごみ収集な

どの供給処理に要する行政経費が非効率に増大する。空き地空き家の増大に伴う防災上、防

犯上の危険性の増大の懸念もある。 

【地価の動向と税収の見通し】 

○全体として下落傾向が継続中。中心市街地は下落率は緩和したものの下げ基調は続く。 

○地価の下落に伴う税収減の懸念は拡大している。 

→固定資産税収の減少により市の財政への悪影響が懸念される。 

【財政の動向】 

○市の財政規模は年により変動はあるものの、人口の減少傾向に比べて減少の方向性は明らか

ではない。むしろ民生費は漸増傾向にある。 

→人口密度低下により社会保障費や公共施設等の維持・管理・更新費など、一人当たりの行政

コストが増大することにより市の財政への悪影響が懸念される。 

【都市構造評価指標の全国平均との比較】 

○人口分布が散漫で、医療・福祉・商業の各生活サービス施設の徒歩圏の人口密度が低くカバ

ーされる人口が少ない。 

○歩道と緊急避難場所は充足度が高いが、空家率が高く、対策が必要になる。小売商業床効率

も平均より下回っている。 

○財政的には歳入歳出とも平均を下回り、人口減少のために縮小均衡を余儀なくされているこ

とが推察され、コンパクトなまちづくりを進めて財政面での持続可能性の向上の必要性が高

い。 

→医療、福祉、商業等の生活サービス産業の衰退が、関連産業の衰退や雇用機会の減少をもた

らし、そのことが更なる消費活動の低下を招くなどの悪循環が生じ、地域経済や地域活力が

衰退することが懸念される。 
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以上の課題に対し、立地適正化計画制度の理念が示しているとおり、今後のまちづくりにお

いては、人口減少下にあっても市民生活、都市活動や財政運営の持続性が確保される都市構造

を目指していくことが必要である。 

それらを踏まえ、「公共交通の利便性、持続可能性」「生活サービス施設の利便性、持続可能

性」「高齢者の福祉、健康」「災害等に対する安全性」「財政の健全性」に着目した課題としては、

以下のとおりとなる。 

 

ⅰ) 公共交通の利便性、持続可能性 

・バス路線沿線地域の人口の減少が著しく、公共交通の維持確保のための対策が必要になる。 

 

ⅱ) 生活サービス施設の利便性、持続可能性 

・中心市街地における小売店舗の閉店と、大規模小売店舗への購買力の集中がうかがわれ

る。売り場面積は横ばいの中で商品販売額は下落しており、床効率は低下している。 

 

ⅲ) 高齢者の福祉、健康 

・新市建設計画における「介護の充実」や「高齢者福祉を中心とした地域福祉の充実」「高

齢者等の社会参加促進」に位置づけられる事業を適正な立地において実現することが必要

になる。 

 

ⅳ) 災害等に対する安全性 

・都市中心周辺は、程度の差はあるものの、ほぼすべての地域が浸水想定区域に該当する。 

・土砂災害警戒区域に当たる地区では人口減少傾向が大きいが、高齢者人口は増加している

箇所もある。 

・津波災害警戒区域は未指定だが、津波浸水想定を踏まえ、対応が必要である。 

ⅴ)財政の健全性 

・新市建設計画では、公共施設等総合管理計画（平成２７年度～２８年度策定）を策定し、

計画的に公共的施設の適正配置に努めるものとし、利用度の低い又は遊休化している施設

については、除却を進めることとしており、立地適正化計画における「まちづくりへの公

的不動産の活用」の項目で、公共施設の再配置や公的不動産を活用した民間機能の誘導を

進めるにあたっては、整合を図る。 

 

 


